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環境研究総合推進費 研究推進ハンドブック（事務処理説明書研究推進編）（令和８年度 Ver.9.1） 

Ver.9.0 からの主な改訂事項リスト 

 

連番 頁数 項目 改訂事項 改訂概要 

1 P.20 【第１部】Ⅱ．２（１） 

「国民との科学・技術

対話」シンポジウム等

について 

・○（参考）「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）の参照先 URL

を更新。 

2 P.42 【第２部】Ⅰ．４（３） 
拡大アドバイザリーボ

ード会合 

・経費負担について、昨年度と同じく、「また、アドバイザーが推進費での経費負担を辞退

した場合には、支出不要です。ただし、昼食を伴う会議となる場合は部会委員分の昼食

費は、研究費から支出してください。」と明記。 

3 P.48 【第２部】Ⅱ．２（１） 

「国民との科学・技術

対話」シンポジウム等

について 

・○（参考）「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）の参照先 URL

を更新。 

 

環境研究総合推進費 研究推進ハンドブック（事務処理説明書研究推進編）（令和８年度 Ver.9.0） 

Ver.8.1 からの主な改訂事項リスト 

 

連番 頁数 項目 改訂事項 改訂概要 

1  全体  

・目次、参照ページの修正。 

・行政推薦課題の表記を「行政担当課題」に統一。 

・環境省担当者の表記を「行政担当課室担当者」に統一。 

・誤字脱字、レイアウトの修正。 

2 P.2 はじめに 研究区分 ・「注釈１：この表には現時点で公募を行っていない区分も含まれます」を削除。 
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3 P.3 【第１部】Ⅰ．１ 
研究機関の情報セキュ

リティ関連規則 

・参考を「大学等の研究セキュリティ確保に向けた文部科学省関係施策における具体的な

取組の方向性」（令和６年 12 月 18 日）」の URL に更新。 

4 

P.4-

P.5 
【第１部】Ⅰ．３（１） 

研究の進捗状況把握 
・③研究の進捗状況把握の現地視察について、「実施が必要と判断した場合」であることを

明記。 

5 

環境政策貢献に向けた

改善の助言及び環境技

術の社会実装支援 

・「⑥環境政策貢献に向けた改善の助言及び環境省との「橋渡し」」について、「⑥環境政策

貢献に向けた改善の助言及び環境技術の社会実装支援」と「⑦環境省との「橋渡し」」に

説明を分割。 

6 

P.5 【第１部】Ⅰ．３（２） 

「政策決定者向けサマ

リー」の作成協力 

・「政策決定者向けサマリー」の作成協力について、「研究者が研究成果の環境政策への貢

献を目的として作成する」ものであることを明記。 

 

7 
行政との連携の留意事

項 

・環境省が「行政推薦のない課題についても、環境省がキックオフ会合・アドバイザリー

ボード会合に出席させていただくことがある」ことを明記。 

8 P.6 【第１部】Ⅰ．４（２） 研究分担者 
・研究分担者を研究体制に加えることができることについて、「（補助金事業は除く）」こと

を明記。 

9 P.6 【第１部】Ⅰ．４（３） 研究協力者 

・研究協力者は、委託研究費を主体的に使用することができないことについて、「研究代表

者又は研究分担者の指示・判断に従う必要があります。詳しくは委託研究契約事務処理

説明書を参照し、不明な点は事前に ERCA にご相談ください。」を明記。 

10 P.7 

【第１部】Ⅰ．５（２） 

研究体制の変更 ・役割ごとに説明を分割。 

11 P.8 
研究体制変更の留意事

項 

・不測の事態で研究分担者をやむを得ず変更することが必要になる場合、「分担者交代・削

除の理由、担当業務、新しく担う分担者、研究への影響を整理し」、担当 PO 及び ERCA に

相談するよう明記。 

12 P.9 
研究体制変更時の基本

的な対応 

・研究分担者（サブテーマリーダー以外）の削除・交代について、応相談を「原則不可」

に修正。 
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・（注３）について、「ＤＭＰは毎年度一回以上の点検・最新版への更新が必須。」であるこ

とを追記。 

13 P.9 
研究体制変更の手続き

の流れ 
・（図）研究体制変更の手続きの流れを追加。 

14 P.12 【第１部】Ⅰ．６ 
アドバイザーについて

の留意事項 

・「アドバイザーとして、外国の学識経験者を招へいし、外国旅費を支出することも可能で

すので、必要に応じ、招へい者の適正性等について担当ＰＯと相談してください。」を追

記。 

15 
P.12-

P.13 
【第１部】Ⅰ．６（１）（２） 

キックオフ会合、アド

バイザリーボード会合 

・次第におよび議事録ついて、「課題番号・課題名」も記載するよう明記。 

・会合で配布する資料の提出期限を３営業日前までから「１週間前まで」に変更。 

・（表）アドバイザリー会合の開催時期について、原則年１回以上、３月末までの適切な時

期から「年１回以上、３月２週目までの適切な時期」に変更。 

・（表）開催方法について、「Web 会議システムは Teams、Zoom、webex のいずれかで設定し、

会議 URL を事前に関係者へ共有してください。それ以外の Web 会議システムを利用され

る場合は、開催の 1 か月以上前に ERCA にご相談ください。」を明記。 

・（表）実施記録の議事録の提出について、「なお、テーマやサブテーマが複数あり、出席

者が多いことにより確認に時間がかかる等のやむを得ない理由で提出が遅れる場合は、

事前に ERCA にご連絡ください。」と明記。 

・実施記録の議事録について、「なお、様式は Word（docx）とします。」を削除。 

16 P.16 【第１部】Ⅰ．７（４） 
研究成果のオープンア

クセス化 

・研究成果のオープンアクセス化について推奨しますから、「研究成果のオープンアクセ

スを確保するよう努めてください。」に修正。 

17 P.17 【第１部】Ⅱ．１ 研究成果報告書等 ・各報告書の作成について、行政担当課室担当者と連携するよう明記。 

18 
P.18-

P.21 
【第１部】Ⅱ．２（１） 

研究成果の種別と発表

時の担当ＰＯ及び ERCA

・（１）見出しについて、研究成果を公表する際の担当ＰＯ及び ERCA への連絡から、「研究

成果の種別と発表時の担当ＰＯ及び ERCA への連絡」に変更。 
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への連絡 ・（表）シンポジウム・セミナーの開催について、提出期限を２週間以上前から、「３週間

以上前」に変更。 

・（表）報道機関への情報提供について、提出物等から記事のコピー等を削除し、提出・備

考に「※掲載後に記事のコピー送付等をお願いすることがあります。」を追記。 

・（ア）シンポジウム・セミナーの開催について、広報媒体に「SNS「X」」を追記。 

・（オ）国内及び海外での学会発表について、「なお、研究課題によっては、担当ＰＯから

共有をお願いする場合があります。」を追記。 

19 P.21 【第１部】Ⅱ．２（２） 
研究成果公表時の謝辞

等の表記方法 
・令和２年度以前開始の研究課題の体系的番号についての説明を削除。 

20 P.23 【第１部】Ⅱ．５ 

研究成果の公表におけ

る「個人的見解」の明示

について 

・研究成果の公表において、研究者個人の見解であることを明示したい場合の記載例を追

加。 

21 P.24 【第１部】Ⅲ．１ 基本的な考え方 ・（参考）「中間・事後評価要領」の URL を更新。 

22 
P.24-

P.25 
【第１部】Ⅲ．２ 評価の流れ 

・各評価時期について、なるべく具体的な日程を明示。 

・スケジュールの修正。 

23 
P.26-

P.27 
【第１部】Ⅳ 年間スケジュール ・スケジュールについて、夏頃の表記を月予定として修正。 

24 
P.28-

P.29 
【第２部】Ⅰ．１（１） 研究の進捗状況把握 

・③研究の進捗状況把握の現地視察について、「実施が必要と判断した場合」であることを

明記。 

・④キックオフ会合・アドバイザリーボード会合等への出席について、拡大アドバイザリ

ー会合を追記。 

25 P.29 【第２部】Ⅰ．１（２） 研究の進捗状況把握 
・①キックオフ会合・アドバイザリーボード会合への参加について、拡大アドバイザリー

会合を追記。 
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・③「政策決定者向けサマリー」の作成協力について、「研究者が研究成果の環境政策への

貢献を目的として作成する」ものであることを明記。 

26 P.32 【第２部】Ⅰ．２ 研究協力者 

・研究協力者は、委託研究費を主体的に使用することができないことについて、「プロジェ

クトリーダー又はテーマリーダーの指示・判断に従う必要があります。詳しくは委託研

究契約事務処理説明書を参照し、不明な点は事前に ERCA にご相談ください。」を明記。 

27 
P.33-

P.34 

【第２部】Ⅰ．３（２） 

研究体制の変更 ・役割ごとに説明を分割。 

28 P.34 
研究体制変更の留意事

項 

・不測の事態で研究分担者をやむを得ず変更することが必要になる場合、「分担者交代・削

除の理由、担当業務、新しく担う分担者、研究への影響を整理し」、担当 PO 及び ERCA に

相談するよう明記。 

・（表）研究体制変更時の基本的な対応を追加。 

29 P.35 
研究体制変更の手続き

の流れ 
・（図）研究体制変更の手続きの流れを追加。 

30 P.36 【第２部】Ⅰ．３（３） 
天災地変等における研

究期間の延長等 

・（３）天災地変等における研究期間の延長等について「なお、プロジェクトリーダー及び

テーマリーダーのライフイベントを理由とした研究期間の延長は、政策反映時期の遅延

や研究計画全体の再設計を招くなど、プロジェクト全体への影響が極めて大きいため、

認めていません。不在期間中の具体的な対応や代替の研究体制の確保については、プロ

ジェクト運営上の重要事項となるため、速やかに ERCA まで相談してください。」を追記。 

31 P.37 【第２部】Ⅰ．４ 
アドバイザーについて

の留意事項 

・「アドバイザーとして、外国の学識経験者を招へいし、外国旅費を支出することも可能で

すので、必要に応じ、招へい者の適正性等について担当ＰＯと相談してください。」を追

記。 

32 
P.36- 

P.40 
【第２部】Ⅰ．４（１）（２） 

キックオフ会合、アド

バイザリーボード会合 

・次第におよび議事録ついて、「課題番号・課題名」も記載するよう明記。 

・（表）会合で配布する資料の提出期限を３営業日前までから「１週間前まで」に変更。 

・（表）アドバイザリー会合の開催時期について、原則年１回以上、３月末までの適切な時
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期から「年１回以上、３月２週目までの適切な時期」に変更。 

・（表）開催方法について、「Web 会議システムは Teams、Zoom、webex のいずれかで設定し、

会議 URL を事前に関係者へ共有してください。それ以外の Web 会議システムを利用され

る場合は、開催の 1 か月以上前に ERCA にご相談ください。」を明記。 

・（表）実施記録の議事録の提出について、「なお、テーマやサブテーマが複数あり、出席

者が多いことにより確認に時間がかかる等のやむを得ない理由で提出が遅れる場合は、

事前に ERCA にご連絡ください。」と明記。 

・実施記録の議事録について、「なお、様式は Word（docx）とします。」を削除。 

33 
P.40- 

P.42 
【第２部】Ⅰ．４（３） 

拡大アドバイザリーボ

ード会合の開催につい

て 

・（表）開催時期の拡大アドバイザリーボード会合について、年末までから、「12 月まで」

に変更。 

・（表）開催時期の中間評価について、夏頃から「７月中旬頃」に変更。 

・（表）開催時期に、「なお、新規課題審査期間である１月下旬から２月中旬については、

評価委員による新規課題公募の審査が行われるため、当該期間中の開催はお控えいただ

くようご協力をお願いします。」を追記。 

・（表）経費負担について、（2026 年３月版の注意事項）を追記。 

・（表）実施記録の議事録の提出について、「なお、テーマやサブテーマが複数あり、出席

者が多いことにより確認に時間がかかる等のやむを得ない理由で提出が遅れる場合は、

事前に ERCA にご連絡ください。」と明記。 

・実施記録の議事録について、「なお、様式は Word（docx）とします。」を削除。 

34 P.43 【第２部】Ⅰ．５（３） 
男女共同参画と人材育

成 

・戦略課題については、「なお、戦略的研究開発についてはライフイベントによる研究の中

断・延長等はできません。」であると修正。 

35 P.44 【第２部】Ⅰ．５（４） 
研究成果のオープンア

クセス化 

・研究成果のオープンアクセス化について推奨しますから、「研究成果のオープンアクセ

スを確保するよう努めてください。」に修正。 

36 
P.46- 

P.50 
【第２部】Ⅱ．１（１） 

研究成果の種別と発表

時の担当ＰＯ及び ERCA

・（１）見出しについて、研究成果を公表する際の担当ＰＯ及び ERCA への連絡から、「研究

成果の種別と発表時の担当ＰＯ及び ERCA への連絡」に変更。 
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への連絡 ・（表）シンポジウム・セミナーの開催について、提出期限を２週間以上前から、「３週間

以上前」に変更。 

・（表）報道機関への情報提供について、提出物等から記事のコピー等を削除し、提出・備

考に「※掲載後に記事のコピー送付等をお願いすることがあります。」を追記。 

・（ア）シンポジウム・セミナーの開催について、広報媒体に「SNS「X」」を追記。 

・（オ）国内及び海外での学会発表について、「なお、研究課題によっては、担当ＰＯから

共有をお願いする場合があります。」を追記。 

37 P.52 【第２部】Ⅱ．５ 

研究成果の公表におけ

る「個人的見解」の明示

について 

・研究成果の公表において、研究者個人の見解であることを明示したい場合の記載例を追

加。 

38 P.53 【第２部】Ⅲ．１ 基本的な考え方 ・（参考）「中間・事後評価要領」の URL を更新。 

39 
P.53- 

P.55 
【第２部】Ⅲ．２（１）（２） 評価の流れ ・戦略的研究開発（Ⅰ）（２）について研究成果報告書の提出期限予定を明記。 

40 
P.56- 

P.58 
【第２部】Ⅳ 年間スケジュール ・スケジュールについて、夏頃の表記を月予定として修正。 

 


